
電話

(第 1

(第 7

(第 1

24 ～ 年度

④＝②×③ 2,700 0 0 0

　総　事　業　費 ①＋④ 9,747 0 0 0

人  件  費
（概算）

③ 1人当り年間平均人件費 9,000 9,000 9,000 9,000

① 合　計 7,047 0 0 0

② 人　数（年間） 0.30

 地方債
直接事業費

 国支出金

 道支出金

 その他特財

 一般財源 7,047

【３ 費用の予定額 】 （単位：千円）

【事業費の推移】 22年度予定額 23年度予定額
24年度以降の予定額

毎年度（参考値）

手
　
　
段

※ 市が行う事務事業の具体的な実施内容（補助等の場合は、団体の活動内容）

平成22年度 地域防災計画・水防計画の修正、防災ガイドブック（ハザードマップ）の作成・配布

平成23年度

平成24年度
以　　　降

目
　
　
的

対　　象
(誰､又は何を)

市民、市及び防災関係機関

意　　図

 ※ 何をねらっているのか。対象をどのような状態にしたいのか。

　北広島市の地域に係る防災に関し、予防対策、応急対策、復旧対策等の災害対策を実施す
るに当り、市及び防災関係機関がその機能のすべてをあげて市民の生命、身体及び財産を災
害から保護するための対策について定める。

【２ 計　画 】

上位施策との関連
（総合計画体系）

章） 安全で安心できるまち

節） 防災と消防

施策） 総合的な防災体制の充実

【１ 事務事業の概要 】 

　当市の防災計画は、地域防災計画と水防計画があり、地域防災計画については、昭和45年に、水防計画について
は、平成2年に策定され、数回の修正を経て現在に至っている。いずれも最後の修正が平成13年に実施され、それ以降
現在まで修正はされていない。国（中央防災会議）においては、過去の災害の経験を礎に、災害対策基本法に基づく
防災基本計画を、近年の防災をめぐる社会構造の変化等を踏まえ、国において防災上必要とされる諸施策の基本を、
地方公共団体の役割を明らかにしながら定めるとともに、地域防災計画において重点を置くべき事項の指針を示して
いる。また、本計画に基づき地方公共団体は地域防災計画を、それぞれ機関の果たすべき役割、地域の実態を踏まえ
つつ作成、修正する必要があると定めている。
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単位

①

②

③

④

①

②

③

評点

■ □

■

□

□

■

□

□

総　合　判　定 説　　　　　明　（内部評価委員会の意見）

　実施する
　防災計画は、災害から市民の生命・財産等を守るための基本となる計画であり、社会・
経済構造の変化に十分配慮し、的確かつ適切に対応をするよう努める。

　再検討（見送り）

　実施しない

【事業担当部局による説明】

　防災計画は、市の災害対策の根幹をなすものであり、災害から市民の生命・財産等を守
るための、基本となる計画である。近年の都市化、高齢化、国際化、等の社会・経済構造
の変化に十分配慮して、常に的確かつ適切な対応を図られるよう国からも求められてい
る。

【６ 総合判定と説明 】

 【法律で実施が義務付けられている事務事業か】 法律の義務付けあり 法律の義務付けなし

【民間活力の活用性評価】
（事業担当部局が評価）

民間等での実施または市民等との協働の可能性はほとんどなく、市で実施していく。

民間等での実施または市民等との協働が可能であり、検討していく。

民間等で実施または協働して取り組んでいく。

緊
急
性

・すぐに実施する必要があるか
　（緊急度合）
・熟度は高まっているか

3
　平成13年より修正を行っていないことから、現在の変
化に対応できていない部分があり、緊急を要する。

評点区分 　　　４　適切　　　　３　概ね適切　　　　２　改善の余地がある　　　　１　不適切

効
率
性

・投入した予算や人員に見合った効果が得られてい
　るか　（費用対効果の度合）
・効率的な方法で実施しているか
　（同じ経費でもっと効率的な方法はないか）

3
　災害対策の基本となるものであり、数値に表すことは
難しい。

公
平
性

・受益者負担は適正か
・当該事業による利益が、特定の個人や団体に偏っ
て
　いないか

-
　災害から市民の生命・財産等を守るための、基本とな
る計画であり、市の責務でもあることから、受益者負担
の考えは馴染まない。

妥
当
性

・市民や社会の要求に合致しているか
・上位施策を達成するために必要な事務事業か
　（目的妥当性の度合）
・行政が関与しなければならない事務事業か
　（公共性・公益性の度合）

4
　防災計画は、災害対策の根幹をなすものであり、行政
の責務である。

有
効
性

・成果指標値から見て､目標の達成度はどの程度か
　（達成度合）
・目的を達成するための手段(実施方法)は有効か
　（手段有効度合）

3

　防災計画については、近年の都市化、高齢化、国際
化、等の社会・経済構造の変化に十分配慮して、常に的
確かつ適切な対応を図られるよう努めることと、国（中
央防災会議）の防災基本計画では定めている。

【５ 評　価 】

チ ェ ッ ク 項 目 選択理由、説明等

【指標の定義（算式等）】

成 果

指 標 【指標の定義（算式等）】

【指標の定義（算式等）】

活 動
指 標

基 本
指 標

指　　　標　　　名 22年度目標 23年度目標 24年度目標 最終目標

整理番号 ５【４ 指　標 】

【事務事業を評価する指標（ものさし）】 指　　　　　標　　　　　値


